
判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

・予定どおり進捗している。
・金毘羅街道については、市民意見を反映した整備
計画を早期に策定し、まちち歩き行事と合わせた重要
な観光施策として進めること。

所見・留意
事項等

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

生活環境部

生活環境部

都市経済部

教育部

教育部

25

A 予定どおり（以上）である

所管部

予定どおり進捗している。

所管部

所管部

A 予定どおり（以上）である

所見・留意
事項等

予定どおり進捗している。

所見・留意
事項等

所見・留意
事項等

丸亀城跡はき損した野面積み石垣を修復する必要がある。また、丸亀城活性化プロジェクト会議を発足
し、整備活用についての方針を検討している。快天山古墳についても貴重な文化遺産であり,歴史文化の
正しい理解のためには欠かせない物として保存整備の機運を高める。これらの遺跡を整備・活用し、体感
することによって後世へ守り伝えていく。一方、開発に伴う埋蔵文化財保護事業は、事業活動の障害にも
なりうるが、相互理解のうえ保護措置を実施していく必要がある。

現在、丸亀城整備事業は休止中であるが、東南麓の野面積み石垣が大木の倒壊によってき
損したので早急に安全対策を講じている。快天山古墳整備事業は未買収地購入の交渉中で
着手できていないが、民地に接する場所で発生した法面の危険箇所の復旧工事を実施し、
安全対策に努めている。-
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所管部

今後の展
開等につい
て

・文化財の保存整備については、丸亀城の修復をは
じめとする課題が多く残されているが、これまで必要
最小限の整備にとどめており、施策の進捗について
は判定をＢとする。

教育部

施策の進
捗について

市内に所在する重要な史跡を保存・整備し、市民や観光客が丸亀市の歴史にふれることができる場として活用する。

％①「歴史・文化が豊かで個性がある」と感じる人の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

20
(H17.9)

5.文化財の
保護

2727 1800

今後の展
開等につい
て

今後は、伝統的建造物群のまち並みを維持し、地元のNPO法人と協力して、島の活性化、市
民文化の向上を図りたい。また4年程前より、伝統的建造物群と現代アートとのコラボレー
ションを試みる活動を、丸亀市内のギャラリーが行っており、、平成21年度からは拠点を笠島
地区内に移して活動している。今後、こういった活動とも連携し、保存地区の活性化を試みる
ことも検討したい。

施策の進
捗について

保存地区内のガイダンス施設である笠島まち並み保存センターへの来訪者数は、これまで年
間約2,000人程度であったが、近年は増加傾向にあり、平成21年度は2,727人が訪れ,基準値
を大幅に上回った。①笠島まち並保存センターへの年間来訪者数　　※H23時点で基準値より５％増を目標 人 1443

Ⅰ 身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る

4.歴史的景
観の保全

Ⅰ-2 まちの歴史・文化を
学び、未来に伝えるまち

Ⅰ-2-1 歴史的遺産の価
値が理解され、守られて
いる

伝統的建造物を修理・修景するなど、歴史的に継承されてきたまち並みと一体的な景観の保全に努め、学習・観光資源として活用する。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

46
(H17.9)

循環型社会の構築に向けて、資源ごみの再利用についての啓発や市民によるリサイクル活
動を支援するとともに、今後ストックヤード等リサイクル施設の整備についても検討する必要
がある。また、収集品目の統一化や収集回数の見直し等、より効率的な収集体制を整える必
要がある。

今後の展
開等につい
て

- 50

施策の進
捗について

　平成２２年度も引き続き約４００世帯のエコファミリー事業の参加とともに、新たに、子供版エ
コファミリー事業として、小学生に、夏休みの１ヶ月間、家庭で環境にやさしい生活に取り組ん
でもらう。

有価物の高騰等により、資源ステーションから紙類等の抜き取りが発生し、平成21年12月1
日には資源ごみ持ち去り防止要綱を制定し、監視パトロール等を強化して被害防止に努め
た。また、綾歌・飯山地区について、資源ごみ収集ｽｹｼﾞｭｰﾙ等の統一化を図り、効率化に努
めた。

施策の進
捗について

650

自然界から採取する資源を最小限に抑え、※４Ｒを推進する。また、資源ごみを効率的に再利用するために、市の施設を整備し、ごみの分別処理機能
の充実を図る。

-

政策体系

Ⅰ-1 地球の未来を思
い、多様な自然を尊重す
るまち

Ⅰ 身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る

1次評価

世帯

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

太陽光発電システムの普及について一定の効果を得たが、平成20年度から当該補助制度を
廃止したため、『エコ・ファミリー事業（家庭で取り組む環境にやさしい行動を決め取り組み、
３ヶ月ごとに報告する事業を「家庭版エコ・ハート」とし、家庭から電気・ガス・水道・ガソリン・
灯油・軽油の使用量を４ヶ月に一度市に報告し、市が温室効果ガス排出量を算出して登録者
に知らせる事業を「家庭版エコ・リーダー」とする。）』についての指標を補完的に追加した。平
成２１年度の参加世帯数は５９０世帯（累計）で進捗状況は予定以上である。

件

400

①住宅用太陽光発電システム設置件数（市内で設置している世帯の数）

施策の概要

今後の展
開等につい
て

平成22年度　施策評価結果一覧

590

太陽光発電など環境にやさしい新エネルギーの利用と省エネルギーを推進し、地球温暖化の防止に取り組む。

259

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①資源ごみの収集率（資源ごみの収集量／ごみの総収集量）

160
(H20)

1.地球温暖
化の防止

2.循環型社
会の構築

Ⅰ 身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る

％

②【補完指標】エコファミリー事業（家庭での環境にやさしい生活）へ新規に参加した家庭の数

①「自然環境が保全されている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

Ⅰ-1-1 環境への負荷の
少ない暮らしや事業活動
が行われている

Ⅰ-1 地球の未来を思
い、多様な自然を尊重す
るまち

飯野山や土器川など豊かな自然を保存するとともに、親水護岸や遊歩道などを整備し、市民と自然、市民と市民のふれ合いの場として活用する。

2120.4 20.5

Ⅰ-1-2 豊かな自然のな
かに、ふれ合いの場が整
備されている

％
3.自然環境
の保全と活
用

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

緑の基本計画については、平成22年度に行動計画を策定し、審議会、パブリックコメントを経
て、概要版を作成する。土器川生物公園ゲートプラザについては、より一層の活用を促進す
るため、今後は広報・周知に努めたい。また、最近登山者が急増している飯野山について
は、現在野外活動センターを整備しており、今後研修棟の整備について関係者と協議する必
要がある。

今後の展
開等につい
て

指標の数値はまだ得られていないが、平成２０年度に緑の基本計画策定に先立ち、市民３０
００人を対象に実施した「緑のまちづくりアンケート」では、約６０％が「保全されていると感じ
る」との回答を得ている。土器川生物公園ゲートプラザについては、平成２０年度に事業が完
了した。緑の基本計画については、平成21年度に策定業務及びワークショップを実施した。

施策の進
捗について

A 予定どおり（以上）である

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

・太陽光発電システム設置補助制度については、国
の動きに合わせ平成20年度から廃止しているが、一
方でエコファミリー推進事業は予定どおり進められて
いることから、施策進捗については判定をＢとする。
・県知事の交代により、県においても太陽光発電にか
かる補助制度の復活などが取り沙汰されているが、
今後、「緑の分権改革」をはじめとする国・県の動向に
は十分に注意し、これから低炭素社会に向け、地域
住民を巻き込んだ独自の施策を検討していく必要が
ある。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

指標の数値は得られていないが、平成２０年度に緑の基本計画策定に先立ち、市民３０００
人を対象に緑の「まちづくりアンケート」を実施したところ、回答者の54％が公園・広場の印象
について、質または量がそれぞれ「よい」と感じているとの回答を得ている。

施策の進
捗について

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

・景観計画の策定、街なか定住促進対策等の多くの
事業が進行途中であり、進捗については判定をＢとす
る。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

％

8.公園の整
備

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

6.12.1 2.1

戸

②「景観に配慮したまちづくりができている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

①「公園・緑地が整備され、よく維持管理されている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調
査）

Ⅱ-1-1 地域特性を活か
した土地利用により、良
好な生活空間が築かれ
ている

②市営住宅改修済戸数　　※毎年６０戸前後の改修を目標

人口動向や利用状況などを調査し、地域の実態に応じて公園を整備するとともに、既存施設のバリアフリー化などを行い、誰もが安心して利用できる施
設にする。

7.住宅・住空
間の整備

ha

37
(H17.9)

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①区画整理整備済面積　　※現在実施している事業のH23完了を目標

400

48
(H17.9)

6.適切な土
地利用と市
街地の整備

平成22年度　施策評価結果一覧

-

都市計画マスタープランに沿った適正な土地利用と市街地の整備を進める。さらに、まちの景観を良くするための基本計画を策定し、自然と都市が調和
した美しいまちづくりに取り組む。

1次評価

％

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）
市街地再開発事業については、平成21年度で都市計画決定を廃止し、新たに地区計画（丸
亀駅前南地区地区計画：0.9ha）の都市計画決定を行い、地区内の用途の制限等を設けた。
景観については、景観計画策定のため、景観審議会、ワークショップ等を実施し、景観計画
（素案）の策定を行った。％

55

①「適正な土地利用、市街地整備ができている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

施策の概要

今後の展
開等につい
て

政策体系

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

700

45

良質な宅地の整備を推進します。また、健康で文化的かつ安全な住宅を提供できるように、計画に基づいて市営住宅の整備と管理に努める。

-

612

施策の進
捗について

街なか定住促進施策のためのワークショップ等の開催、市民アンケート実施、また、引き続
き、高齢者優良賃貸住宅の建設補助のPRを実施予定。景観については、パブリックコメント
及び地元説明会を実施後、景観計画（原案）を審議会に諮問答申し、条例改正を行う。また、
改正条例をスムーズに運用するため、景観計画等の啓発を行う。

土地区画整理については、北岡北、島田北両地区について、工事を完了した。島田北地区に
ついては、施行者の組合との協議・調整に努め、保留地処分を完了した。
市営住宅の改修については、年次計画に基づき計画どおりの進捗状況である。

施策の進
捗について

土地区画整理については、施行者の組合との協議・調整に努め、計画期間内での事業進捗
を促したい。
また、市営住宅については、施設の老朽化が進む中、年次計画に基づき順次改修し、安全
かつ文化的な住宅の提供に努めたい。

今後の展
開等につい
て

- 55

東汐入川緑道公園、丸亀市総合運動公園の整備を重点的に推進するとともに、都市公園安
全安心対策緊急総合支援事業により、老朽化した既存施設の改修に取り組む。
また、計画段階から市民との協働により、市内公園の花と緑の名所づくりにも取り組んでい
く。

今後の展
開等につい
て

51
(H17.9)

民間路線バスや離島交通を確保し、コミュニティバスを運行する。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

8

①コミュニティバスの年間乗車人数　　※毎年利用者１％増加を目標 人 203308

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

9.公共交通
の整備

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ-1-2 公共交通機関や
道路が整備され、安全で
便利な生活ができる

②【補完指標】コミュニティバス1台の乗車人数　　※毎年５％程度の増加を目標 人 6 9.1

193554 215500

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

10.道路の整
備

①市道整備延長（幅員2m以上の歩道を設置している市道の延長）　　※毎年０．４km程度の整備を目標

㎞ 2.3

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

47.2

②市道のバリアフリー化整備延長　　※毎年０．７km程度の整備を目標

Page(2/9)

所管部

今後の展
開等につい
て

・市道整備延長があまり伸びていないことから、判定
をＢとする。
・道路整備については、優先順位を明確化したなかで
事業推進に努めること。

都市経済部

施策の進
捗について

国道・県道の拡幅、歩道の設置、バリアフリー化や都市計画道路、地域間の幹線道路、市民生活に必要な生活道路の整備などを行う。

㎞

3
所見・留意
事項等

補助金はおおむね計画通りであるが、厳しい財政のもと、今後は必要性の高い事業から整備を進めてい
く必要がある。

公共工事の抑制、財政的な問題などにより、整備延長が伸び悩んでいるため。

48

6.6

・土地区画整理事業については、事業実施組合との
協議も整い、事業完了に向かって前進しているが、当
初計画に比べまだ遅れているため、進捗については
判定をＢとする。

所管部

所管部

A 予定どおり（以上）である

所見・留意
事項等

・予定どおり進捗している。

所見・留意
事項等

49.6

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所管部

平成２２年３月に策定した、「丸亀市地域公共交通総合連携計画」に基づき公共交通ネット
ワーク体系を形成し、持続可能な地域交通体系の構築を目指す。コミュニティバスのコース、
ダイヤ等については、利用者の利便性を重視するため、地域からの意見を参考にしながら公
共交通の維持、確保を図る。

平成１９年１０月１日にダイヤ、コースの変更をし,平成20年度には利用者が20万人を越えた
が、平成21年度は新型インフルエンザの影響により、通学のための利用者の減少や、外出を
控える傾向にあったため乗車人数が減少したと思われる。 ・新型インフルエンザの影響等により、コミュニティバ

スの利用者が減少していることから、進捗についての
判定はＢとする。
・離島航路については、公設民営を基本とする改善計
画に基づき、船会社と連携のもと航路の存続、運営
の効率化に努めること。

所見・留意
事項等

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

都市経済部

都市経済部

都市経済部

生活環境部



判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

上下水道部

上下水道部

100

C かなり遅れている

所管部

中心市街地活性化拠点「秋寅の館」「スペース１１４」の事業に加え、平成22年度から市との
協働事業として富屋町を中心に「かめ市」を開催することにより更なる通行者数の増加を期待
したい。
観光客については、こんぴら街道のハード・ソフト両面の整備などによりまちあるき事業をさら
に発展させるとともに、リニューアルオープンしたニューレオマワールドや人気沸騰の丸亀城
など核となる観光施設やイベントの開催により、さらに観光客の集客に努めたい。

商店街の年間通行者数については、空き店舗の増加に伴い減少傾向に歯止めがかからな
い状況にあるが、まちの駅「秋寅の館」や「スペース114」を中心としたイベントなどにより賑わ
いを取り戻していきたい。
観光客数については、２１年度に香川県全域で実施したまちあるき事業や歴史ブームによる
丸亀城への来客者の増により、全体として増加している。

・商店街の通行者数、年間観光客数ともに、当初の基
準値を下回っており、進捗についての判定はＣとす
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・本市の
恵まれた社会的諸条件を活かし、今後、商工業の振
興や地域ブランド戦略などへの取組が求められる。現
状を分析し、新しい観点でゼロベースから地域振興に
かかる基本計画を策定するなどの試みが必要であ
る。

所見・留意
事項等

A 予定どおり（以上）である

都市経済部

・公共下水道普及率があまり向上していないため、進
捗についての判定はＢとする。
・施設耐震化に向けた推進計画を早期に策定するこ
と。

所管部

所管部

A 予定どおり（以上）である

所見・留意
事項等

予定どおり進捗している。

所見・留意
事項等

都市経済部

所見・留意
事項等

　耐震補強や改築（建替え）により、耐震化を図る事となるが学校施設整備状況の実情や緊急度等を考
慮しながら推進させたい。また、補強や改築の工事が学校を運営しながらとなり、複数年の事業期間を要
することから事業完了が若干遅れることが予想される。市民体育館については、早期に着工する必要が
ある。

100

  耐震診断については優先度調査を含めて100%となっており、予定通り進捗しているが、市
民体育館については、耐震診断は完了しているが、その後事業が進捗していない。

100

88.3

③市民体育館の耐震改修進捗率　　※耐震診断完了５％、実施設計完了１０％、工事完了１００％

59.3

％ 0 10
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所管部

今後の展
開等につい
て

・予定どおり進捗している。
・市民体育館の耐震化については、平成23年度完了
に向け、着実に事業を進めること。

健康福祉部

教育部

施策の進
捗について

小中学校などの教育施設をはじめ、市が管理する公共施設の耐震診断や耐震改修を行い、子どもたちや市民が安心して利用できる施設にする。

％
①学校施設の耐震診断率（小中学校施設のうち、耐震診断を終えた施設の割合）　　※H23耐震診断完了
を目標

％ 25.5

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

62.3

②学校施設の耐震化率（小中学校施設のうち、耐震基準を満たしている施設の割合）

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

15.建物の耐
震化の推進

Ⅲ-1-1 公共施設に十分
な耐震性があり、地域の
防災性が保たれている

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

228

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

万人 204 178

161①商店街の年間通行者数　　※毎年１万４千人（０．５％）程度の増加を目標 万人 221

14.商工業と
観光の振興

②市を訪れた年間観光客数　　※毎年３万２千人（１．５％）程度の増加を目標

既存の社会資本を活かし、街なかの活性化と商業地の整備を図るとともに、これまで培われてきた臨海部の工業地域などの活力を維持しながら、地域
経済の振興を図り、働く場の確保に努める。また、こんぴら街道やお遍路さんなど地域特有の観光資源やうちわ、菊、桃などの特産品を活かし、観光の
振興を図る。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

220

5

62

　目標値達成のために、集落営農組織の法人化を推進するなど、多様な認定農業者へ水田
の利用集積を促進する必要がある。今後とも丸亀市担い手育成総合支援協議会を中心とし
た支援活動により認定農業者の育成・確保を図る。

今後の展
開等につい
て

15

87 85

9.1

平成20年７月の水道事業変更認可（第９次拡張計画）に基づき、施設の整備・更新を図って
いく。今後の課題としては、主要な施設の耐震化や水の高度処理化も求められているので、
早急に調査を開始し、これらに対処した事業計画を策定し、安全で安心、おいしい水の供給
確保はもとより、災害時にも安定的な水の供給を行えるよう図っていきたい。

平成２1年度は、公共下水道をほぼ計画通り整備したことにより整備面積は予定通り向上し
ているが、下水道普及率は旧丸亀及び綾歌地区で市街地の人口減少（流出）に伴い停滞し
た。水洗化率は、公共下水道及び農業集落排水施設とも予定通り向上している。また、合併
処理浄化槽は、住宅着工件数の減少により設置申請が伸び悩む傾向にあり、目標達成が困
難な状況である。

施策の進
捗について

公共下水道の整備と合併処理浄化槽の設置を中心に、生活排水処理施設の整備を進めた
い。また、劣化・老朽化した処理施設、ポンプ施設及び管きょ施設の計画的な改築・更新によ
る延命化対策及び各施設の耐震対策の検討を図る。農業集落排水事業は、平成19年度に
整備が完了となり、今後水洗化促進対策を図るなど接続率の向上に努めたい。

今後の展
開等につい
て

管きょやポンプ場、処理場など下水道施設を整備し、下水道普及率の向上に努めるとともに、下水道への接続を啓発し、水洗化率の向上を図る。また、
合併処理浄化槽設置の促進を図るとともに、雨水幹線水路で越水による浸水を防止するための対策を検討する。

5100

公：93.0
農：78.9

5700

公:91.0
農:82.0

政策体系

Ⅱ－１　日常生活が便利
で快適なまち

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23） 老朽管の更新のうち石綿セメント管の更新については、平成20年度から配水本管の更新を
従来の更新の上に実施するため、進捗が従来の計画よりかなり進むことになる。

m①更新できていない老朽管（石綿管含む）の延長

施策の概要

今後の展
開等につい
て

8550

平成22年度　施策評価結果一覧

災害に強く安全な水を安定して供給するため、新たな水源を確保するとともに、浄水場の施設を計画的に整備更新し、老朽化した配水管の更新や連絡
管を整備する。

12810

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①下水道普及率（公共下水道・農業集落排水施設を利用できる市民の割合）

公:88.5
農:75.6

3210

11.上水道の
整備

基

12.生活排水
処理施設の
整備

Ⅱ 日常生活が営みやす
くにぎわいと活力のある
まちを創る

％

①認定農業者数（農業経営改善計画を作成し、市が認定した農業者の数）  　※担い手名簿の３０％認定を
目標

Ⅱ-1-3 上下水道が整備
され、快適で文化的な生
活ができる

②水洗化率（公共下水道・農業集落排水施設を利用できる区域で、接続している市民の割合）

Ⅱ-2 活力とにぎわいに
満ちたまち

担い手の育成・確保や園芸産地の確立、資源管理型漁業や栽培漁業の推進などにより、農林水産業の振興に努めるとともに、農道、水路、ため池など
の土地改良施設や林道、漁港などを整備し、総合的な生産基盤の整備に取り組む。

③合併処理浄化槽設置補助基数

公:48.8
農:2.9

公:43.5
農:2.2

公：43.8
農：2.7

4677

％

Ⅱ-2-1 地域産業が活発
で、身近に働く場がある

％

人

13.農林水産
業の振興

②水田の利用集積率（市の水田面積に占める認定農業者が利用する水田面積の割合）

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）
　H21年の認定農業者数は87人であり基準値より25人増、目標値の85人を超え、順調に増加
している。
　水田の利用集積率につては、実績値が9％となり昨年より伸びており、順調に認定農業者
への水田利用集積が進んでいる。

施策の進
捗について

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

・予定どおり進捗している。
・施設耐震化に向けた推進計画を早期に策定するこ
と。

A 予定どおり（以上）である

1次評価

施策の進
捗について



判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

・予定どおり進捗している。

A 予定どおり（以上）である

1次評価

施策の進
捗について

箇所

基
18.消防・防
災体制の整
備

②改修済の消防団屯所の数　　※毎年１箇所の整備を目標

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

③【補完指標】計画区域内の流路工整備率

119 11

26

％

①耐震性防火水槽設置基数　　※毎年２基ずつの整備を目標

Ⅲ-1-1 公共施設に十分
な耐震性があり、地域の
防災性が保たれている

②【補完指標】計画区域内の排水路の整備率

消防庁舎など防災拠点を整備するとともに、消防防災設備や避難所などを整備し、災害時に迅速な対応ができる体制を整える。また、防災訓練などを
積極的に行い、防災に対する日常的な意識の向上を図る。

％

17.河川、排
水路、急傾
斜地等の改
修

％

0.5

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①急傾斜地崩壊危険区域（斜面角度30度以上かつ高さ5m以上のがけで、崩壊のおそれがあるとして知事
が指定した区域）の改修率

22

7

16.港湾施設
の耐震化と
高潮対策

平成22年度　施策評価結果一覧

港湾施設の耐震性を高めるとともに、高潮対策として海岸保全施設を整備し、地震・大雨など災害時における海岸付近の安全の確保に努める。

施策の概要

今後の展
開等につい
て

1.7

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

海岸保全事業（高潮対策）については、平成21年度における成果指標の実績値が1.3kmとな
り、目標値に向けて予定どおりの達成度となったため判定をAとした。

㎞
①防潮壁の整備延長（高潮に備えて、かさ上げなどの改修を行った防護施設の延長）　※毎年０．２km整備
を目標

92

政策体系

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

42

1.3

86

55

13

異常気象が頻繁に起こりえる近年、港湾・海岸の防災力向上のため継続した事業展開が必
要です。経費を抑え、最大限の効果が発揮できるよう今後においても効率的な施設整備の必
要があります。

平成21年度の成果指標の実績値は、目標値にほぼ等しく計画通り推移しているため、A判定
とした。

施策の進
捗について

河川や排水路、急傾斜地等の整備は、災害時に市民の安全を守るために重要な事業であ
り、市民のニーズも非常に高い。今後も各事業を継続して実施し、施策の推進を図りたい。

今後の展
開等につい
て

浸水被害や土砂災害から市民の生命、財産を守るため、河川・排水路の改修や排水ポンプ場の整備、急傾斜地の崩壊防止対策などを進める。

耐震性防火水槽設置については、平成24年度で城東小学校、郡家小学校、垂水小学校の各
小学校付近に設置予定である。

今後の展
開等につい
て

17

耐震性防火水槽設置については、21年度において4基設置し予定以上の進捗状況である。
施策の進
捗について

11

43 55

救急隊員の資質向上と救急装備の充実を図り、救急救命率の向上に努める。また、AEDなどを用いた救命講習の開催など、応急手当の普及、啓発に
努める。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①応急手当普及講習を受けた市民の数　　※毎年１００人程度の増加を目標 人 1200

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

19.救急・救
命体制の強
化

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ-1-2 防災・救急体制
が整っている

2100

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

3493

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

20.防犯対策
の推進

Ⅲ-1-3 事故・犯罪の発
生しにくい安全・安心なま
ちである

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち
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所管部

今後の展
開等につい
て

・予定どおり進捗している。
・９月補正により、新規に取り組む「安全・安心まちづく
り推進事業」については、着実に進めていくこと。

生活環境部

教育部

施策の進
捗について

防犯教室などを行い、市民の防犯意識の高揚を図るとともに、地域ぐるみの防犯活動を推進し、関係機関と連携を図りながら犯罪発生の防止に努め
る。

団体

防犯パトロール隊の結成については、１５箇所のコミュニティが団体を結成しているが、１コ
ミュニティ内に２つの団体を結成しているコミュニティがあるため、団体の数としては、前年度
より１団体増え、16団体となった。16

①防犯活動（防犯パトロールなど）を月1回以上行っている地域・団体の数　　※H23時点で全コミュニティで
の発足を目標

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

11

所見・留意
事項等

消防本部

所見・留意
事項等

自主防犯パトロール隊への後方支援を行うことにより、地域の犯罪抑止力の向上のため、各関係機関と
連携をとり、パトロール活動の継続を図る。また、丸亀市防犯協会が小学校、幼稚園、保育所などにおい
て、防犯意識を高めることを目的として、不審者対策及び、幼児、児童への防犯交流啓発について、偏る
ことなく行う。

所管部

所管部

A 予定どおり（以上）である

所見・留意
事項等

・予定どおり進捗している。
・災害時における市役所内部の体制整備、防災行政
無線を活用した地域との連携等、早期に体制を確立
すること。

17

A 予定どおり（以上）である

所管部

救急救命率の向上に努めるため、今後も救急隊員の資質向上と救急装備の充実を図るとと
もに、バイスタンダーによる応急手当が実施されるよう講習開催を継続していく

応急手当講習の開催回数及び受講者数ともに計画を上回っているが、現行の体制では講習
回数の増加への対応が限界であるので、今後、体制及び目標値について見直しを検討する
必要がある

・予定どおり進捗している。
所見・留意
事項等

A 予定どおり（以上）である

消防本部

都市経済部

都市経済部

・予定どおり進捗している。
・大束川の改修については、早期の整備を目指し、引
き続き県に要望していくこと。

A 予定どおり（以上）である



判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

・平成21年度は、前年より事故発生件数が増加した
ため、進捗についての判定はＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1600

A 予定どおり（以上）である

所管部

今後もグループホーム・ケアホームの増加が見込まれるので地域移行は進むと思われる。

精神病床の削減が進み、退院支援施設の設置により地域移行が増加した。

・予定どおり進捗している。
所見・留意
事項等

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

健康福祉部

所管部

所管部

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所見・留意
事項等

・成果指標の数値は向上しているものの、目標値に
はまだ遠いため、進捗についての判定はＢとする。

生活環境部

所見・留意
事項等

健康福祉部

所見・留意
事項等

平成23年の一斉改選に向けて、関係団体（社協、民生委員等）と制度のあり方を協議することにより、制
度の内容を見直す。それぞれの関係団体や構成委員の役割を明確化していきたい。

小地域（20～50世帯）あたり１名の考え方から、委嘱者数にこだわり過ぎた傾向がある。
各コミュニティで実際に活動できる委員の見直しをした結果、減少する可能性がある。

1371
①福祉保健推進委員（担当地区の家庭（20世帯～50世帯）を訪問して要望や相談を聞き、援助の必要な人
の早期発見に努めたりする人）の数

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

1500
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所管部

今後の展
開等につい
て

・地域の見守り活動のあり方について、今後見直しが
必要であるため、進捗についての判定はＢとする。
・福祉保健推進委員については、平成21年度の行政
評価（外部評価）の意見を踏まえたなかで、そのあり
方について見直しを行い、次の委嘱段階では確実に
反映させること。

健康福祉部

施策の進
捗について

すべての人が互いに思いやり、見守る地域福祉を充実し、福祉活動への市民の積極的な参加意識を啓発する。また、地域福祉活動を行うボランティ
ア・ＮＰＯなどの団体の育成に努める。

人

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

25.地域福祉
の充実

Ⅲ-2-2 市民がともに支
え合い、地域の保健・福
祉が充実している

Ⅲ-2 住み慣れた地域で
健やかに暮らせるまち

18

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

9①施設に入所・入院していた障害者が、地域での生活に戻ることができるようになった人数 人 0

24.障害者福
祉の充実

障害者が家庭や地域で安心して生活できるように、在宅福祉サービスの充実や医療費の助成などの生活支援を行う。また障害者の自立支援、社会参
加を進める。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

0 94

一般高齢者の介護予防事業を地域で行っており、その効果の意識向上も図っていく。また、
特定高齢者などで事業を受けた人が継続でき、また必要な人への効果的な支援ができるよう
事業内容の充実を今後も行っていく。

今後の展
開等につい
て

「介護予防により要介護者が減少した数」は前年度に比べ１．３倍となり、また介護予防事業
への参加者も増加しており、介護予防の意識向上が進んでいる。しかしながら、事業展開の
上で介護保険特別会計での事業費が決まっており、限界があることから、この進捗では目標
値に達しない恐れがある。

施策の進
捗について

２１年度は前年度にくらべ事故発生件数が増加しているが、要因としては、社会情勢、経済情
勢の変化による交通量の増加等に伴うものと考えられるが、年齢層に応じた段階的な交通安
全教室やキャンペーンにより交通安全意識は浸透していると思われる。

施策の進
捗について

丸亀市交通対策協議会、丸亀交通安全協会等との連携を図り、高齢者、小学校、幼稚園、
保育所といった、それぞれの年齢層に応じた交通安全教室を実施するほか、事故多発地点
等の危険箇所における交通通事故防止、削減のため交通環境の整備を促進する。

今後の展
開等につい
て

18

314

関係機関や学校などと連携を図り、キャンペーンなどによる交通安全意識の啓発や交通安全教育を効果的に推進する。

政策体系

Ⅲ-1 災害や犯罪から人
や地域をまもるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

回

人

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

36

件

250

①消費生活にかかる年間犯罪件数 -

施策の概要

今後の展
開等につい
て

6

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

平成22年度　施策評価結果一覧

18

605

国・県消費者センターとの連携を図り、消費者団体の育成や消費生活情報の提供、消費者教育を推進する。

8

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①市内の年間交通事故発生件数　　※毎年１％程度の減少を目標

197
21.消費者保
護対策の推
進

③資格を有する相談員による相談窓口の開設

22.交通安全
対策の推進

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

件

②【補完指標】消費者セミナー（「くらしのセミナー」等）への年間参加者数

①介護予防により要介護者が減少した数（介護予防しなかった場合の要介護者の将来予想数から介護予
防事業後の要介護者数を差し引いた数）

Ⅲ-1-3 事故・犯罪の発
生しにくい安全・安心なま
ちである

Ⅲ-2 住み慣れた地域で
健やかに暮らせるまち

地域包括支援センターを中心に、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援事業、権利擁護事業など、包括的支援事業を進める。また、高齢者の在宅
福祉サービスや日常生活支援、施設福祉サービスの充実などを図るとともに、高齢者の社会参画と生きがいづくりに努める。

13001665 1505

Ⅲ-2-1 高齢者・障害者
が健康で安心して生活で
きる

人

23.高齢者福
祉の充実

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

・予定どおり進捗している。

A 予定どおり（以上）である

1次評価

施策の進
捗について

各コミュニティで「消費者セミナー」を開催することにより、消費生活や環境に関する関心度が
高まるとともに、地域へと広がりを見せている。

消費者が犯罪にあわないよう、国、県からの情報について、そのつど市のホームページに掲
載するとともに、可能な範囲での広報誌への掲載、コミュニティセンターへの情報提供など、
あらゆる機会を通じて情報発信を行ない、消費者の保護に努めるとともに関連機関等との協
力体制の確立を図る。また、国や県が実施する研修に相談員も積極的に参加し、相談員のレ
ベルアップを図ると共に、相談窓口の充実を図る。

生活環境部



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

・特定健康診査受診率の向上が見られないため、進
捗についての判定はＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価

施策の進
捗について

平成21年度の成果指標の実績値は、20.9％となり、目標設定値を下回っており、成果指標の
達成状況についての判定はＢとする。

・市民一人ひとりの実践及び地域、行政、関係団体等が一体となって支援する環境づくりが
必要であり、そのための健康増進計画　『健やか まるがめ２１』の啓発活動を今後も継続して
推進する。
・医療機関の受診期間延長、集団検診の開催日数を増やすなど、受診率の向上をめざして
いく。
・対象を絞り啓発活動を行い、若年者のがん検診受診率向上を図りたい。
（基本健康診査は、高齢者の医療の確保に関する法律の施行により、平成２０年度から廃
止）

健康福祉部

生活環境部

Ⅳ-1-2 男女が対等に社
会に参画し、ともにいきい
きと暮らしている

％

％
28.男女共同
参画社会の
実現

②市が設置する審議会のなかで女性がいない審議会の割合

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

35
22.8

(H17.2)
16.7

人

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

②各種がん検診受診率（受診した人数／受診対象者（40歳以上、子宮がん検診は20歳以上）数）　※毎年
２％程度の増加を目標

①市が設置する審議会等における女性委員の割合

Ⅲ-2-2 市民がともに支
え合い、地域の保健・福
祉が充実している

②基本的人権が憲法で保障されていることを知っている市民の割合（平成17年2月人権・同和問題意識調
査）

Ⅳ-1 互いの人権を尊重
し、個性と能力が発揮で
きるまち

Ⅳ-1 互いの人権を尊重
し、個性と能力が発揮で
きるまち

男女の人権を尊重し、社会・職場・家庭などあらゆる分野において、男女が対等に参画できる社会をめざす。

27.人権尊重
社会の実現

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

Ⅳ-1-1 市民の人権が尊
重されている

％

37.2

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①過去1年間に講演会、研修会などに参加したことのある市民の割合（平成17年2月人権・同和問題意識調
査）

88.8
(H17.2)

19.2
26.地域保健
の充実

③【補完指標】特定健診受診率（受診者数／対象者数）

平成22年度　施策評価結果一覧

11

32

20.9

④【補完指標】特定保健指導実施率(動機づけ支援及び積極的支援利用者数／動機づけ支援及び積極的
支援の対象とされた人数)

妊婦や乳幼児から高齢者に至るまでの各種健康診査を充実し、早期発見と早期治療を推進する。また、健康づくりの意識の高揚を図り、市民の自主的
健康づくりを進める。

施策の概要

今後の展
開等につい
て

45

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

％ 40

60

％

30

①基本健康診査受診率（受診した人数／受診対象者（40歳以上）数）　　※毎年1～２％程度の増加を目標 -

95

政策体系

Ⅲ-2 住み慣れた地域で
健やかに暮らせるまち

Ⅲ 誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

％

％

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

32
(H20)

40
(H22.4)

14.3

市民一人ひとりの人権が尊重されるまちをめざし、国・県の「人権教育・啓発に関する基本計画」との連携を図り、本市の定めた「人権教育・啓発に関す
る基本指針」に基づき、人権教育・啓発をあらゆる機会を通じて推進し、人権・同和問題の早期解決をめざす。また、人権相談など人権擁護活動を推進
する。

11
(H20)

-

５年に一度の調査で今回は21年８月に実施した。今回の実績値では、同和問題の認知の設
問では、９０．９％が知っていると回答している。過去１年間に講演会・研修会等などに参加者
の割合は、１６．７％と基準値より低下している。原因としては、講習会・研修会の恒常化等が
考えられ、講習会・研修会等の対象者・会場・内容・構成等検討を要する。

施策の進
捗について

人権相談及び人権擁護活動を充実する。また、広く市民に人権･同和問題について認識して
いただくために講演会・講座等を効果的に開催し幅広く人権教育・啓発を行う。さらには、隣
保館・児童館を通し人権啓発を行い、人権同和行政の積極的推進を図る。

今後の展
開等につい
て

当該施策の遅れを解消するため、改選期を迎える審議会等に対し、平成22年度の目標達成
に向けての女性の登用を強く依頼する。

今後の展
開等につい
て

0

平成21年度の成果指標の実績値①市が設置する審議会等における女性委員の割合は、
28.9％(目標値38％）　②市が設置する審議会等のなかで女性がいない審議会等の割合は
14.3 ％（目標値5％）　特に、農業委員会、防災等充て職の多い付属機関等の女性登用が進
んでいない。

施策の進
捗について

32.5

20.6
(H18.4)

28.9
(H22.4)

7

親子のふれ合いや世代間交流を大切にした地域での活動を推進する。また、子どもたちが優れた芸術や図書などにふれることができる環境を整え、子
どもたちの感性の育成に努める。

団体 3 5

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

8

①市立図書館の児童図書数　　※毎年購入図書（10000冊程度）の１／３を児童図書とする 冊 123000

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

29.子どもの
感性の育成

Ⅳ-2 元気で心豊かな子
どもたちが育つまち

Ⅳ-2-1 人に対するやさし
さやマナー・豊かな感性
が育っている

②ﾌﾞｯｸｽﾀｰﾄ事業（乳幼児と保護者に絵本と手引書を手渡し、読み聞かせや本の大切さについて説明など
を行う事業）にﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとして関わる人の数

140000

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

人 5 11

139017

③年に3回以上、親子のふれあいや世代間交流を図る行事が開催されている校区子ども会数

3④子ども会活動などの指導者養成を目的とした研修の年間開催回数 回 1 1

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

30.学校教育
の充実

Ⅳ-2-2 子どもたちの学
習する環境が整っている

Ⅳ-2 元気で心豊かな子
どもたちが育つまち
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小:  5
中:10

所管部

今後の展
開等につい
て

・予定どおり進捗している。
・丸亀教育の理念を明確にし、小中一貫教育の導入
も含め、各種事業の整理・再構築が必要である。

教育部

施策の進
捗について

学力の向上と人間性・社会性の基礎を養うために、教育内容の充実を図る。また、校舎や園舎などを計画的に増改築し、安全でゆとりのある誰もが使
いやすい学校施設を整備する。さらに、学校給食の充実と衛生管理の徹底を図るため、学校給食センターを統合・新築するとともに、地産地消の推進と
食文化の継承に取り組む。

％

⑤地産地消率（全体の給食材料（野菜・果物等）に対し、丸亀産（県内産）材料が占める割合） ％

56

丸：8.9
県：31.6

％
小:16
中:19

小：5.3
中：6.5

丸:10
県:49

④児童・生徒の朝食欠食率（小中学校児童・生徒が朝食を週2回以上欠食する率）

％

学力調査正答率を除いては、おおむね予定通りの実績が得られている。学力調査について
は、18年度と比べ思考力・表現力を問う問題に弱さが見られ、課題が明らかになってきた。
（学校給食センター）給食の残菜率は、毎年減少の傾向にあり、予想以上の実績が得られて
いる。今年度についても学校等と連携をとり、子どもたちにとって魅力ある給食作りに励んで
いく。（学校教育課）学力調査については、20年度まで予定以上の成果が挙がっていた。21年
度からは活用（応用）力を問う問題が含まれ、調査問題の難易度が上がったため、期待正答
率を上回った割合がこれまでに比べて低くなった。

82.9

80

③給食の残菜率（生徒が食べ残した給食の割合）

①老朽化や教室不足のための増改築が完了した学校の割合

75

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

74.3

②学力調査正答率（市の小中学校の学力調査において、教科別・学年別の正答率平均値が期待正答率を
上回った割合）

所見・留意
事項等

企画財政部

％
小:15
中:20

所見・留意
事項等

小：－
中：－

学校の増改築については、年次計画に沿って実施する。給食については、子どもたちに栄養を摂取する
ことの大切さ等を教えると共に、県が進める地場産物を推進し、できるだけ市内及び県内産を使用するよ
うに努める。学力調査については継続して実施し、年度末に1年間の学習成果を測ることとする。（学校給
食センター）栄養バランスの取れた給食で合理的に栄養を摂取することは、健康な生活を維持するための
基本となるものである。今後とも、給食を通して食育を進めていきたい。また、地産地消率の18、19年度に
ついては、重量ベースでの使用率であるが、評価方法の変更により20、21年度は食材数ベースでの使用
率である。国や県の目標値は食材数ベース30％以上であるので、本市では目標値に達している。今後に
おいても、関係団体等との連携を密にし、丸亀産（県内産）の食材を優先的に使用することにより地産地
消率を高めていきたい。（学校教育課）学力調査については今後も継続実施し、実績値がどう変化するか
見極めたうえで、学校現場に授業改善の方法について助言を行いたい。

小:10
中:12

丸:25
県:60

A 予定どおり（以上）である

教育部

所管部

所管部

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所見・留意
事項等

・指標「市が設置する審議会等への女性委員の割合」
計画どおり向上していないため、判定をＢとする。

生活環境部

・成果指標の実績値が、基準値を下回っており、進捗
についての判定はＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

88.6

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所管部

子ども会活動などの指導者養成を目的とした研修会の参加状況等を見ると、年間複数回の
講座を開催することは難しい。指導者養成講座以外の親子のふれあいを考える行事を検討
する。図書館事業については、児童図書の充実を継続し、ブックスタートボランティアとの連
携を一層推進していく。

少年教育については、関係団体として「少年団体連絡協議会」、「子ども会」、「少年団体育成
指導委員連絡協議会」の３つがあるが、現在は、その３つが１つの指導者養成講座に参加し
ている。図書館事業については、図書購入の１/３を児童図書として購入し、計画的に児童図
書の増冊を行っている。ブックスタートボランティアとの連携も深まっている。

・子ども会活動などの指導者養成を目的とした研修開
催回数について、実績値が伸びていないため、進捗
についての判定はＢとする。

所見・留意
事項等



判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

・生涯学習人材バンクの登録者数の実績値が伸び悩
んでいるため、進捗についての判定はＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

教育部

400000

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所管部

スポーツ施設の利用を促進し、市民の体力向上・健康の保持増進及び生涯スポーツ人口の
底辺拡大を図る必要がある。また、香川丸亀国際ハーフマラソンは、平成20年度から国際大
会となったことで参加者数の増大によって、より参加者にとって楽しんでもらえる魅力ある大
会運営と香川県、丸亀市を全国にPRできるような大会にしていく必要がある。

平成21年度は、スポーツ施設の利用件数としてはやや減少しているが、市民プールの一般
開放の再開、オープンスイムフェスタの開催や、丸亀市総合運動公園多目的広場の共用開
始によりスポーツ施設利用者は増加している。

・スポーツ施設の利用件数の実績値が減少し、基準
値に達していないため、進捗についての判定はＢとす
る。

所見・留意
事項等

A 予定どおり（以上）である

都市経済部

所管部

所管部

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所見・留意
事項等

・平成21年度は、新型インフルエンザの影響等によ
り、事業を中止したため、進捗についての判定はＢと
する。

教育部

所見・留意
事項等

総務部

所見・留意
事項等

ホームページ、広報紙、ＣＡＴＶを情報発信における重要な手段として位置づけ、個々の特長を活かしなが
ら市政や地域に関する情報を効果的に発信することで、市政の情報を市民と共有するとともに、地域活動
の活性化につなげたい。また、平成22年度に利用者アンケートを行い、利便性向上への参考といたした
い。

ホームページのトップページへのアクセス数は、市民の市政への関心のみならず「丸亀市」の
認知度の指標でもある。前年度に続き、目標値は超えているが、なお内容を充実し、アクセス
件数の増加を目指したい。449295

①ホームページの年間アクセス件数（ホームページのトップページにアクセスした年間の件数）　　※月平
均約30000件のアクセスを目標

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

310000
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所管部

今後の展
開等につい
て

・予定どおり進捗している。

総務部

企画財政部

施策の進
捗について

誰もが市政の情報を理解できるように、広報紙やホームページ、さらにはケーブルテレビなどを活用し、新しい情報を迅速に提供していく。また、市政に
関する重要な事項の説明や、きめ細かな情報の提供については、直接対話の機会をもうける。

件

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

35.情報の発
信と地域情
報化の推進

Ⅴ-1-1 市政に関する情
報が共有されている

Ⅴ-1 市民がつくるまち

42000

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

人 607000 611607

34607①市のスポーツ施設の年間利用件数　　毎年500件の増加を目標 件 40000

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

34.スポー
ツ・レクリ
エーション活
動の振興

Ⅳ-3 市民が生きがいを
もって暮らせるまち

Ⅳ-3-2 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮ
ﾝ活動を通じ、生きがいを
感じている

②市のスポーツ施設の年間利用者数　　※毎年10000人の増加を目標

市民のスポーツに対する関心と意欲を高め、スポーツ施設の充実と利用の促進に努める。また、スポーツ活動を推進し、関係団体の育成と相互の交流
を促進する。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

667000

278 318

海外都市との交流については、相手国の事情や災害などにより実施できないこともあるが、
多感な中学生の時期に豊かな国際感覚を身につけさせるため、今後も継続して機会を設け
たい。また、本市在住の外国人は年々増加しており、外国人が生活しやすい環境を整える必
要性が高まっている。今後、海外都市との交流を進めるとともに、外国人受入環境整備し、国
際交流の推進を図りたい。

今後の展
開等につい
て

平成２１年度は、張家港市への派遣の年であったが、新型インフルエンザの流行の影響を考
慮し、募集の段階で事業を中止したため、派遣できなかった。

施策の進
捗について

生涯学習人材バンクの登録者数は毎年度増加しているが、増加幅が小さく伸び悩んでいる。
図書館については、毎年度計画通りの図書を購入し、図書館サービスの充実を図ることによ
り図書館利用者数、登録者数ともに前年度より増加している。

施策の進
捗について

文化の創造は市民が行うほうが自然であることや市民文化の底上げが様々な分野に影響を
与え、その結果が地域の発展に繋がっていくことから、文化振興を推進していくに当たって
は、「市民が主役」と位置づけ、各種施策を講じる。生涯学習人材バンクについては、既に登
録している方に新しい人材を紹介してもらうなど、登録者数の増加を図る必要がある。図書館
事業については、今後も、適正な選書により図書購入を行い、利用者数、登録者数の増加を
図りたい。

今後の展
開等につい
て

370

255

美術館、資料館、図書館などの資料の充実を図り、優れた芸術や豊富な図書などに接することができる環境を整える。また、芸術・文化活動や芸術祭
など活動発表の場を充実し、市民会館や綾歌総合文化会館での自主文化事業など地域に根づいた芸術・文化の振興に努める。

人

45
(H17.9)

138109

300 350

130000

政策体系

Ⅳ-2 元気で心豊かな子
どもたちが育つまち

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

箇所

人

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

2

箇所

0

①地域子育て支援センターの設置箇所数 7

1

48

箇所 9

30000

0箇所

-

7

施策の概要

今後の展
開等につい
て

7

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

平成22年度　施策評価結果一覧

0 2

7

1

0

④一時保育実施箇所数　　※保育所民営化に併せて民間保育での増設を目指す。

地域子育て支援センターによる子育てに関する相談事業や講習会の開催、さらに延長保育や一時保育などを推進し、安心して子育てができる環境づく
りに努める。

6

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①市立図書館の図書数　　※毎年10000冊増加を目標

120000

0

15000

31.子育て支
援の推進

③休日保育実施箇所数　　※保育所民営化に併せて民間保育での増設を目指す。

人

32.芸術文化
活動等の推
進

Ⅳ-3-1 芸術・文化活動
や人と人の交流を通じ、
生きがいを感じている

％

⑤生涯学習人材ﾊﾞﾝｸの登録者数

冊

Ⅳ 心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

②放課後留守家庭児童会の待機児童数　　※現在の待機児童数0人を継続する。

⑤特定保育実施箇所数　　※保育所民営化に併せて民間保育での増設を目指す。

①学生の海外交流都市への派遣者数（累計）　　※毎年20人の募集

Ⅳ-2-3 安心して子育て
ができる環境が整ってい
る

②市立図書館の年間利用者数　　※毎年2000人の増加を目標

Ⅳ-3 市民が生きがいを
もって暮らせるまち

国際交流協会などと連携し、海外都市交流や国際文化交流活動を進める。また、在住する外国人に生活情報を提供するなど、外国人が生活しやすい
環境づくりに努める。

④「芸術・文化が振興されている」と感じる市民の割合（平成17年9月市民アンケート調査）

③市立図書館の登録者数

480000430000 473843

34463

人

人

33.国際交流
の推進

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

・休日、一時、特定保育については、実績値が前年か
ら伸びておらず、進捗についての判定はＢとする。

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価

施策の進
捗について

子育て支援センターの設置については、計画どおり民間保育園（誠心保育園）において増設
され、目標値に達したが、休日・一時・特定保育については、前年度と変わっておらず、目標
値に達していない。また、放課後留守家庭児童会の待機児童数は０人を継続できている。

保育事業については、平成21年度に策定された丸亀市次世代育成支援行動計画「子育て
ハッピープランまるがめ」に基づき、市民の意見を踏まえながら、「保育所民営化等方針」に
沿って施設の統廃合や民営化を進め、保育ニーズに応じ効率的にサービスが提供できる環
境づくりが必要である。また、放課後留守家庭児童会については、就労等の理由により保護
者等が昼間家庭に不在の児童を安心できる環境で保育し、健全な育成が図られるよう継続し
て実施する必要がある。 健康福祉部

教育部



判定 C かなり遅れている 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 C かなり遅れている 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 C かなり遅れている 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 B やや遅れている（現時点で数値の向上が見られないが、今後成果が期待できる） 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

　各コミュニティへのアンケートや調整の結果、平成22年度は全体会方式や個別面談方式な
ど各コミュニティの実情に応じて、開催いたしたい。

総務部

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

1次評価

施策の進
捗について

　タウンミーティングからコミュニティセンター市長室へと変更し、個別面談方式へとリニューア
ルするなど、市民の意見をより吸い上げられるよう、適宜、見直しを行ってきた。手法の見直
しやコミュニティとの調整により、平成21年度にいったん休止したが、各コミュニティへのアン
ケートや市民参画によるワークショップなどの機会をできるだけ多く設け、様々な政策立案の
過程において広く市民の意見を取り入れることとした。

件

件

38.協働事業
の推進

②協働促進事業実施数（市が実施している事業の一部を、H17以降で市民活動団体が担う数）　　※市の
各部署の提案により、H19から毎年１０件程度の実施を目標

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

160（84） 75

件

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

①公募型協働事業実施数（市民活動団体などからの提案と市からの提案による協働事業の実施数）　　※
毎年新たに２以上の協働事業の実施を目標

Ⅴ-1-2 市民が市政に参
画している

②市民活動ステップアップ補助事業
Ⅴ-1 市民がつくるまち

市民活動団体の専門性を活かし、行政と対等な立場で事業を展開していくため、双方提案による協働事業を進める。

37.市民活動
団体の支
援・充実

Ⅴ-1-3 市民と市の協働
によりまちがつくられてい
る

団体

0

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

①ネットワークに登録した市民活動団体数（基準値は、H17末現在で市が把握している団体数）　※H20に
ネットワークを構築し、H23に１６０団体の登録を目標

5

36.市民参画
の促進

平成22年度　施策評価結果一覧

市政の情報を発信し市政運営への関心を高め、適切な手法を用いて、市民からの提案や意向を把握し、政策立案や施策事業の計画づくりに反映す
る。

今後の展
開等につい
て

950

２次評価

所見・留意
事項等

所管部

・平成21年度の休止は、今後の施策の展開方法につ
いての見直しや調整のためであり、改善が見込める
ことから、進捗についての判定はＢとする。成果指標
の置き方についても見直す必要がある。

人
①タウンミーティング（市長と語る会）の年間参加者数　　※１７のコミュニティで開催し、1会場当たり５０～６
０人の参加を目標

0

政策体系

Ⅴ-1 市民がつくるまち

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

施策の概要

市民活動団体と行政、さらには市民活動団体相互の連携を図り、よりいっそう充実した市民活動が活発に行われるための環境整備と体制づくりを行な
う。

4 10

平成20年度にネットワークを構築し、74団体が登録された。解散や新規に登録された団体等
の移動により、平成21年度では75団体の登録となっている。目標とする登録数に向け、市民
活動団体等との検討をしていくことが必要である。

施策の進
捗について

今後順次市民活動団体のネットワークの拡大を図り、活動の輪を広げる必要がある。そのた
めには、活動の拠点となる「市民活動推進コーナー」の利用に関して検討を要する。市民活
動団体等との意見交換の場を設け、利用促進に繋がるように取り組む。

今後の展
開等につい
て

各課で任命されている協働推進員の研修会等を実施しながら協働事業に対する理解を深
め、市民活動団体提案による協働事業の拡大を図る必要がある。また、今後は市民からの
提案によるものばかりではなく、市からも積極的に事業を提案し、さらに協働事業を推進した
い。

今後の展
開等につい
て

48

平成20年度は、提案公募型協働事業として、「災害時における要援護者の支援体制づくり」、
「子どもから高齢者までを対象としたスポーツの推進」の2事業を実施した。
平成21年度は、提案公募型協働事業として、「音楽と国際交流」による地域コミュニティの再
生」「2010年国民読書年にむけて地域の図書資源活用力をアップする」の2事業を実施した。

施策の進
捗について

16

0

4 2

2

24

市民の連帯意識を高めるため、地域活動の拠点となるコミュニティ施設を整備するとともに、地域住民の交流活動の活性化に努める。また、自治会活
動を支援し、自治会への加入促進に努める。

件 8 6

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

15

①コミュニティセンターの年間利用者数　　※毎年１００００人程度の利用者の増加を目標 人 212000

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

39.コミュニ
ティ活動の
活性化

Ⅴ-1 市民がつくるまち

Ⅴ-1-4 地域ｺﾐｭﾆﾃｨが自
らまちづくりに取り組んで
いる

②「まちづくり計画」策定状況

277000

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

地区 1 1

270945

③「まちづくり計画」実施事業

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

40.定員管理
の適正化と
人材育成

Ⅴ-2-2 効率的な行政ｼｽ
ﾃﾑが構築されている

Ⅴ-2 市民とともに改革す
るまち
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所管部

今後の展
開等につい
て

・予定どおり進捗している。

総務部

施策の進
捗について

合併の効果を活かしながら、事務事業の見直しや民間委託などを行い、職員数の削減を図る。また、多様化する市民ニーズの変化に柔軟かつ的確に
対応できる職員を育成するため、「人材育成基本方針」に基づき、職員研修などを充実し、総合的な人材育成に努める。

人
勧奨退職者等により、職員数の削減は、前倒しとなっている。

990
(H21.4)

①市役所の職員数　　※退職者原則不補充によりH22年４月現在で基準値より１８．５％削減を目標

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

1203
(H17.4)

所見・留意
事項等

生活環境部

所見・留意
事項等

定員適正化計画における目標数値980人体制へ向け、前倒しとなっているが、今後とも民間委託や事務
事業の見直しを進め、職種等により必要な職員は採用しながら、全庁で980人体制へ向け取り組むことと
している。

A 予定どおり（以上）である

生活環境部

所管部

所管部

C かなり遅れている

所見・留意
事項等

・成果指標の実績値が伸びていないため、進捗につ
いての判定はＣとする。
・提案公募型協働事業などの実績と効果を再度検証
し、協働推進にかかる手法については抜本的に見直
すこと。

生活環境部

・登録市民活動団体数は増加しているものの、計画を
下回っており、市民活動ステップアップ補助事業件数
も、基準値に達していないため、進捗についての判定
はＣとする。
・活動団体数の増加に捉われることなく、これまでの
取り組みを総括し、施策の展開について見直す必要
がある。

C かなり遅れている

980
(H22.4)

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる

所管部

現在、城乾・垂水・飯山南・飯山北の４地域において、「コミュニティまちづくり計画」の策定を
終えているが、地域が主体となり地域の特性を活かしたまちづくりを進めるためには、計画を
いかに実施に移すかの取組みが大切であり、さらに全ての地域でのまちづくり計画の策定を
推進する必要がある。また、計画策定の促進と地域活動を支援するため、平成21年度からま
ちづくり計画に盛り込まれた取組に対する市の補助制度を設けコミュニティの活性化を推進し
ている。

平成20年度は、コミュニティセンターを改修した地域があったため、コミュニティセンターの年
間利用者数については、前年度より減少した。コミュニティセンターの指定管理を地元コミュ
ニティに委託することにより、施設の利用がしやすくなり利用者も増加傾向にある。

・コミュニティセンターの利用者数が前年度より減少し
ており、進捗についての判定はＢとする。

所見・留意
事項等



判定 A 予定どおり（以上）である 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

単位 基準値 実績値 目標値

判定 判定

単位 基準値 実績値 目標値

所管部

所見・留意
事項等

所管部

所管部

所見・留意
事項等

所見・留意
事項等

所見・留意
事項等

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）
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所管部

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

今後の展
開等につい
て

施策の進
捗について

施策の進
捗について

今後の展
開等につい
て

政策体系

Ⅴ-2 市民とともに改革す
るまち

Ⅴ 自治・自立のまちを創
る

A 施策名

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

施策の概要 ２次評価

所見・留意
事項等

所管部

・庁内ネットワークについては、毎年着実に充実され
ているが、さらに電子決裁など電子自治体に向けた
課題が多く残されていることから、進捗についての判
定はＢとする。

平成22年度　施策評価結果一覧

行政事務の電子化により、事務処理の効率化、迅速化を図るとともに、各種申請・届出手続きを容易にし、市民サービスのいっそうの向上を図る。

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

41.電子自治
体の推進

Ⅴ-2-2 効率的な行政ｼｽ
ﾃﾑが構築されている

B 成果指標（基準値：H17、実績値：H21、目標値：H23）

1次評価

施策の進
捗について

庁内ネットワークについては、出先機関に至るまで全て整備されており、電子自治体に向け
ての取組が着実に進展している。また、パソコンの保有率については、現業職員を除くと、
90％に近い数字となっている。

今後の展
開等につい
て

今後、老朽化したサーバやクライアントパソコンのリプレースによる継続的な改善と、さらに電
子文書管理・電子決裁・電子調達等についても検討する必要がある。

企画財政部

B やや遅れているが、将来的に成果が見込まれる


